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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

中間会計期間
第８期

会計期間
自　2025年９月１日
至　2026年２月28日

自　2025年２月１日
至　2025年８月31日

売上高 （千円） 16,471,725 11,134,485

経常利益 （千円） 2,186,746 1,157,798

中間（当期）純利益 （千円） 1,531,099 817,461

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 917,674 880,322

発行済株式総数 （株） 7,656,441 7,576,500

純資産額 （千円） 5,634,249 4,654,275

総資産額 （千円） 10,099,455 7,538,293

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 203.02 111.18

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 189.91 102.58

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 55.8 61.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △587,740 △225,411

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △608,212 △263,596

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △674,720 659,316

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,458,533 4,329,207

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．当社は、第８期中間会計期間については中間財務諸表を作成していないため、第８期中間会計期間に係る主

要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．第８期及び第９期中間会計期間の１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりま

せん。

５．当社は、2025年２月28日に東京証券取引所グロース市場に上場したため、第８期の潜在株式調整後１株当た

り当期純利益は、新規上場日から第８期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

６．第８期は、決算期変更により2025年２月１日から2025年８月31日までの７か月間となっております。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　なお、2025年10月16日付で当社100％出資により「TENTIAL Singapore Pte. Ltd.」を設立しましたが、重要性が乏

しいため、非連結子会社としております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社は、2025年８月期より決算日を１月31日から８月31日に変更しております。これに伴い、当中間会計期間

（2025年９月１日から2026年２月28日）の比較対象となる前中間会計期間の中間財務諸表は作成していないため、対

前年同期増減率については記載しておりません。

 

(1）経営成績の状況

　当中間会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や堅調な企業収益を背景に、緩やかな回復基調が

続きました。一方で、円安の進行に伴う輸入コストの高止まりや食料品を中心とした物価上昇が個人消費の重石と

なったほか、深刻化する人手不足や金利上昇の影響など、企業活動を取り巻く環境には厳しさも見られ、先行きは

依然として予断を許さない状況で推移いたしました。

　このような環境の下でありましたが、健康への関心の継続的な高まり、特にリカバリーウェア市場は拡大を続け

ております。

　当社では、「健康に前向きな社会を創り、人類のポテンシャルを引き出す」というミッションの達成に向けて、

羽織るだけで手軽に温度調整ができる「BAKUNEロングカーディガン」や、ラグジュアリーなラビットファー調の生

地を採用したTENTIAL最高峰の冬用掛け布団「BAKUNEプレミアム掛け布団ウォーム」、室内での足元の冷え対策に

特化した「リカバリーサンダルホーム」をはじめとする計45種類の秋冬新商品を発売する等、新商品の開発に取り

組んでまいりました。また、野球日本代表「侍ジャパン」オフィシャルパートナーへの就任やHERALBONYとのブラ

ンド初のコラボレーション製品の発売を通じたブランド認知の拡大に加え、伊勢丹新宿店への常設店舗出店等によ

る販売チャネルの拡充にも注力いたしました。

　この結果、当中間会計期間の経営成績は、売上高は16,471,725千円、営業利益は2,189,909千円、経常利益は

2,186,746千円、中間純利益は1,531,099千円となりました。

 

　当社はコンディショニングブランド事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

　当中間会計期間末における資産合計は10,099,455千円となり、前事業年度末に比べ2,561,162千円増加いたし

ました。これは主に商品の増加3,065,939千円、売掛金の増加416,239千円及び有形固定資産の増加399,202千円

があった一方で、現金及び預金の減少1,870,673千円があったことによるものであります。

 

（負債）

　当中間会計期間末における負債合計は4,465,206千円となり、前事業年度末に比べ1,581,188千円増加いたしま

した。これは主に買掛金の増加1,427,087千円、未払法人税等の増加301,744千円があった一方で、未払金の減少

243,608千円があったことによるものであります。

 

（純資産）

　当中間会計期間末における純資産合計は5,634,249千円となり、前事業年度末に比べ979,973千円増加いたしま

した。これは主に中間純利益1,531,099千円の計上により利益剰余金が増加をした一方で、自己株式を取得した

ことによる自己株式625,800千円の増加（純資産は減少）等があったことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べ1,870,673

千円減少し、2,458,533千円となりました。当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とその要因は以

下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において営業活動により支出した資金は、△587,740千円となりました。これは主に増加要因

として、税引前中間純利益の計上2,186,746千円及び仕入債務の増加額1,427,087千円等があった一方で、減少要

因として、棚卸資産の増加額△3,247,729千円、売上債権の増加額△416,239千円、未払金の減少額△243,013千

円及び法人税等の支払額△359,007千円等があったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において投資活動により支出した資金は、△608,212千円となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出△421,217千円等があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において財務活動により支出した資金は、△674,720千円となりました。これは主に、自己株

式の取得による支出△628,448千円、長期借入金の返済による支出△51,030千円等があったことによるものであ

ります。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(7）研究開発活動

　当中間会計期間における当社の研究開発活動の金額は、67,619千円であります。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況について重要な変更はありません。

 

(8）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

 

(9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間会計期間において、当社の資本の財源及び資金の流動性についての分析について重要な変更はありませ

ん。

 

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,504,800

計 26,504,800

 

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行

数（株）
（2026年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2026年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,656,441 7,656,441
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。単元株

式数は100株であり

ます。

計 7,656,441 7,656,441 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2026年４月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

２．「提出日現在発行数」には、2025年10月10日を払込期日とする譲渡制限付株式報酬による新株式発行による

発行済株式数11,541株を含めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年９月１日～

2025年10月９日（注１）
48,400 7,624,900 6,435 886,757 6,435 1,344,953

2025年10月10日（注２） 11,541 7,636,441 28,390 915,148 28,390 1,373,344

2025年10月11日～

2026年２月28日（注１）
20,000 7,656,441 2,526 917,674 2,526 1,375,870

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2025年10月10日を払込期日とする譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増加であります。

発行価額　　4,920円

資本組入額　2,460円

割当先　　　当社の取締役（社外取締役を除く）２名及び執行役員７名

 

 

（５）【大株主の状況】

  2026年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

中西　裕太郎 埼玉県朝霞市 2,007,432 26.74

株式会社Anchor 埼玉県朝霞市膝折町一丁目３番43号 585,000 7.79

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 358,500 4.78

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 303,400 4.04

ベル投資事業有限責任組合１ 東京都港区芝公園二丁目９番３号 275,800 3.67

豊島株式会社 名古屋市中区錦二丁目15番15号 248,800 3.31

モルガン・スタンレーMUFG証券株式

会社
東京都千代田区大手町一丁目９番７号 225,700 3.01

PARAMOUNT BED-SBI Healthcare

Fund１号投資事業有限責任組合
東京都港区六本木一丁目６番１号 156,800 2.09

株式会社アカツキ 東京都品川区上大崎二丁目13番30号 154,400 2.06

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG（FE-AC）

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀

行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

 （東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号）

147,565 1.97

計 － 4,463,397 59.46

（注）１．当社は、自己株式150,000株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入してお

ります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＴＥＮＴＩＡＬ(E40398)

半期報告書

 6/20



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 150,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,496,200 74,962

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 10,241 － －

発行済株式総数  7,656,441 － －

総株主の議決権  － 74,962 －

 

②【自己株式等】

    2026年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社TENTIAL
東京都品川区北品

川六丁目７番29号
150,000 － 150,000 1.96

計 － 150,000 － 150,000 1.96

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年９月１日から2026年２月28日

まで）に係る中間財務諸表について、ESネクスト有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第95条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

中間連結財務諸表は作成しておりません。

 

４．最初に提出する半期報告書の記載上の特例
　当半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の５－６」の規定に準じて前年同期との対比は行っておりませ

ん。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年８月31日）
当中間会計期間
（2026年２月28日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,329,207 2,458,533

売掛金 384,965 801,205

商品 1,795,488 4,861,427

貯蔵品 87,260 269,050

その他 106,834 266,794

貸倒引当金 △700 △877

流動資産合計 6,703,054 8,656,133

固定資産   

有形固定資産 302,441 701,643

無形固定資産 88,833 90,627

投資その他の資産 443,963 651,050

固定資産合計 835,238 1,443,322

資産合計 7,538,293 10,099,455

負債の部   

流動負債   

買掛金 217,846 1,644,934

１年内返済予定の長期借入金 101,935 136,280

１年内償還予定の社債 11,500 －

未払金 1,312,841 1,069,233

未払法人税等 389,764 691,508

ポイント引当金 34,489 37,889

その他 451,972 507,084

流動負債合計 2,520,349 4,086,930

固定負債   

長期借入金 295,465 210,090

資産除去債務 68,203 168,185

固定負債合計 363,668 378,275

負債合計 2,884,017 4,465,206

純資産の部   

株主資本   

資本金 880,322 917,674

資本剰余金 1,388,469 1,425,821

利益剰余金 2,385,283 3,916,382

自己株式 － △625,800

株主資本合計 4,654,075 5,634,079

新株予約権 200 170

純資産合計 4,654,275 5,634,249

負債純資産合計 7,538,293 10,099,455
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（２）【中間損益計算書】

 （単位：千円）

 
当中間会計期間

（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

売上高 16,471,725

売上原価 4,489,365

売上総利益 11,982,360

販売費及び一般管理費 ※ 9,792,450

営業利益 2,189,909

営業外収益  

受取利息 4,111

ポイント収入 1,966

雑収入 620

営業外収益合計 6,699

営業外費用  

支払利息 2,491

社債利息 173

為替差損 2,797

支払手数料 4,366

その他 32

営業外費用合計 9,861

経常利益 2,186,746

税引前中間純利益 2,186,746

法人税等 655,647

中間純利益 1,531,099
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当中間会計期間

（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前中間純利益 2,186,746

減価償却費 127,990

貸倒引当金の増減額（△は減少） 176

ポイント引当金の増減額（△は減少） 3,400

受取利息 △4,111

支払利息及び社債利息 2,665

支払手数料 4,366

売上債権の増減額（△は増加） △416,239

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,247,729

前払費用の増減額（△は増加） △133,068

その他の流動資産の増減額（△は増加） △99

仕入債務の増減額（△は減少） 1,427,087

未払金の増減額（△は減少） △243,013

未払費用の増減額（△は減少） 46,759

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,643

契約負債の増減額（△は減少） △3,863

預り金の増減額（△は減少） △162

その他の流動負債の増減額（△は減少） 4,821

その他 467

小計 △230,162

利息及び配当金の受取額 4,111

利息の支払額 △2,682

法人税等の支払額 △359,007

営業活動によるキャッシュ・フロー △587,740

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △421,217

無形固定資産の取得による支出 △15,874

投資有価証券の取得による支出 △51,200

敷金の差入による支出 △17,407

関係会社株式の取得による支出 △52,393

長期貸付けによる支出 △50,000

その他 △119

投資活動によるキャッシュ・フロー △608,212

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △51,030

社債の償還による支出 △11,500

株式の発行による収入 17,841

自己株式の取得による支出 △628,448

その他 △1,583

財務活動によるキャッシュ・フロー △674,720

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,870,673

現金及び現金同等物の期首残高 4,329,207

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,458,533
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（中間貸借対照表関係）

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（2025年８月31日）
当中間会計期間
（2026年２月28日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額

2,800,000千円 2,800,000千円

借入実行残高 － －

差引額 2,800,000 2,800,000
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（中間損益計算書関係）

 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　当中間会計期間
（自　2025年９月１日
　　至　2026年２月28日）

広告宣伝費 4,627,795千円

貸倒引当金繰入額 176

ポイント引当金繰入額 10,152

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
当中間会計期間

（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

現金及び預金勘定 2,458,533千円

現金及び現金同等物 2,458,533

 

（株主資本等関係）

当中間会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年10月20日開催の取締役会決議に基づき、自己株式150,000株の取得を行いました。

　その結果、当中間会計期間において、自己株式が625,800千円増加し、当中間会計期間末において自己株式

が625,800千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、コンディショニングブランド事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

区分
当中間会計期間

（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

自社ＥＣ 6,409,276

ＥＣモール 5,317,815

直営店 2,837,444

卸売 1,907,188

その他 0

顧客との契約から生じる収益 16,471,725

その他の収益 －

外部顧客への売上高 16,471,725

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
当中間会計期間

（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

(1）１株当たり中間純利益 203円02銭

（算定上の基礎）  

中間純利益（千円） 1,531,099

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益（千円） 1,531,099

普通株式の期中平均株式数（株） 7,541,507

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 189円91銭

（算定上の基礎）  

中間純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 520,547

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－
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（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2026年４月14日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うことを

決議いたしました。

（１）株式分割の目的

　投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを

目的とするものであります。

 

（２）株式分割の概要

①　分割の方法

　2026年６月30日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載された株主の所有する普通株式１株につ

き、３株の割合をもって分割いたします。

 

②　分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数　　　　7,656,441株

今回の分割により増加する株式数  15,312,882株

株式分割後の発行済株式総数    　22,969,323株

株式分割後の発行可能株式総数    79,514,400株

 

③　分割の日程

基準日公告日　　　2026年６月16日

基準日   　　　　2026年６月30日

効力発生日 　 　　2026年７月１日

 

④　１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであり

ます。

 

当中間会計期間

（自　2025年９月１日

　　至　2026年２月28日）

１株当たり中間純利益 67円67銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益
63円30銭

 

 

（３）株式分割に伴う定款の一部変更

①　定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年７月１日をもって、当社定款第６

条の発行可能株式総数を変更いたします。

 

②　定款変更の内容

　変更の内容は以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更後

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

26,504,800株とする。

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

79,514,400株とする。

 

③　定款変更の日程

　効力発生日　　2026年７月１日
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（４）その他

資本金の額の変更

　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＴＥＮＴＩＡＬ(E40398)

半期報告書

16/20



２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年４月14日

株式会社ＴＥＮＴＩＡＬ

取締役会　御中

 

ESネクスト有限責任監査法人

東京都千代田区

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤岡　大祐

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西山　淳

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＥＮ

ＴＩＡＬの2025年９月１日から2026年８月31日までの第９期事業年度の中間会計期間（2025年９月１日から2026年２月28

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社ＴＥＮＴＩＡＬの2026年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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